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第1章　はじめに
第1節　問題の所在
「自分のことは自分で決める」とは、日本国憲法では、
第13条の幸福追求権がその根拠として位置づけられて
いる。しかし、誰でもすべてのことを自分ひとりで決
めているとは限らないのではないだろうか。その人が
それまで過ごしてきた歴史・生活習慣、その人の持つ
人間関係、置かれている環境などから規定され、「決定」
しているものと思われる。しかし、障がいのある人1の
多くは、長い歴史の中で「収容・保護」を目的に、入
所施設で生活してきた。そこでは、自分で考えたり決
めたりする機会を奪われていた。「自分で決める」こと
を許されず、できるわけがないと考えられていた。
わが国においては、1995（平成7）年の「障害者プラン」
で施策の第一の視点として「地域で共に生活するため
に」が掲げられ、1997（平成9）年の「今後の障害保健
福祉施策の在り方について（中間報告）」では、基本的
1　 本論でいう「障がいのある人」とは、知的障がい・身体障がい・重
症心身障がい等の障がいの背景を分けず、何らかの障がいのある人
という意味で使用することとする。
施策の方向として、まず「障害者の地域生活支援施策
の充実」が挙げられた。2003（平成15）年には行政が
施設に委託して福祉サービスの提供が行なわれる措置
制度から、障がいのある人が行政から支給された支援
費を使い、事業者と福祉サービスの利用契約をする支
援費制度へ移行した。特に知的障がいのある人の場合
は、その障がい特性から、その意思の組み立てや表現
方法に支援を必要としていることが多いと考えられる。
障がいのある人が、地域で誰とどこに住むか、という
意思をどのように明確にし、それを支え、実現してい
くかについては、今後ますます議論されるであろうと
思われる。2007（平成19）年にはわが国も障害者の権
利に関する条約に署名し、その批准がようやく実現し
つつある。この批准に至るまでにさまざまな国内法が
整備されたことになっているが、そのなかで2011（平
成23）年の障害者基本法改正では、地域生活支援の拡
充が図られた。その第23条においては「障害者の意思
決定の支援に配慮しつつ…（中略）…障害者の権利利
益の保護等のための施策又は制度が、適切に行なわれ
または広く利用されるようにしなければならない」と
定められた。
このように近年、「意思決定」という用語が頻繁に使
われるようになっている。ただ、「自己決定」とはどの
ような違いがあるのか、支援する場面において、その
違いが意識されているのか、あいまいなまま使用され
ていないだろうか。
障がいのある人が、安全で安心した地域生活を送る
ために、今何を感じ、何を想い、これからどうしたい
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のか、本人の意思を理解することだけを目的とするの
ではなく、その意思を決定し、実行していく支援、つ
まり意思決定支援について、その論点を深めることは
大変意義のあることといえるだろう。
第2節　障がいのある人の地域生活支援
わが国の障がいのある人の施策は、「家族」に依存し
てきたといわれている。障がいのある人の介助・介護
を担ってきた家族が「最終手段」として入所施設に依
存せざるを得ない、という状況をうみ出し、障がい者
施設は障がいのある子・成人した人の親たちの運動に
よって、整備されてきたという歴史的経緯がある。障
がいのある人は「保護」されるべき者たちで、「『更生』
可能な者に対しては訓練・指導を、そしてその望みが
薄い者に対しては『発生予防』と『隔離収容』」（杉本 
2008）が必要とされていた。つまり、障がいのある人
に対する支援は、“自分でできない人たちのために、代
わりにやってあげること・決めてあげること”という
発想が基本にあった。このような措置制度の下では、
障がいのある人が地域で生活することを実現するため
には、“地域で生活したい”と自身でそれを願うだけで
は、地域での暮らしを実現させることは困難だった。
こうしたなか、1981年の国際障害者年を経て、ノー
マライゼーションの用語が使われるようになり2、障が
いがあっても地域であたりまえの暮らしを支援してい
くことが1995年の障害者プラン以降、急速に論じられ
るようになった。障がいのある人の中でも、身体障が
いのある人の場合は、自立生活運動などにみられるよ
うに、「親の家庭や施設を出て、地域で生活すること」（安
積他　1990）を目指し、自らの意思を表現することで、
施設から出て生活することを実現してきた。主に身体
機能を補う支援を必要としている身体障がいのある人
2　 河東田（2006）によれば、ノーマライゼーションという用語が日本
の制度の中で初めて使われるようになったのは、1989年の知的障害
者地域生活援助事業（グループホーム制度）においてである。
が自らの意思を表現することは可能であるとみなされ、
そうした前提の下、求められている支援は何であるか
を支援者が理解することはそれほど難しくはないと考
えられているのであろう。しかし、知的障がいや重症
心身障がいのある人の場合は、その意思の組み立てや
表現方法に支援を必要としていることが多いと思われ
る。そのため、支援者が知的障がいのある人の意思を
理解することは困難であり容易なことではないとする
のが前提であって、このことが支援過程において、支
援の根拠となっているものへの批判や否定的な理解の
根本にあると考えられる。
本論においては、身体障がいのある人が目指したよう
に、どんな障がいのある人にとっても、地域生活とは「障
がいの程度に限らず、親の家庭や施設を出て、地域に
おいて必要な支援を得ながら自分らしく生活すること」
であると定義し、それを支援することを地域生活支援
であるとする。
ところが、わが国においては多くの先行研究が明ら
かにしているように、社会福祉基礎構造改革の流れを
受けつつも、地域生活支援は、実は施設主導型であり、
障がいのある本人に対して「地域で生活できるだけの
レベルまで引き上げようとする支援」が中心であった。
そのため、社会福祉基礎構造改革が、先に述べたような
障がいのある人に対する「保護・指導・訓練」、「発生予防・
隔離収容」という考え方を大きく転換させた、とまで
は言えなかったのではないだろうか。それは、障がい
のある人自身に地域で生活できるように変化すること
を求めていたからである。施設側に、地域で生活でき
るかできないか選ばれた人しか、地域生活を実現でき
なかった。選ばれても選ばれなくても、障がいのある
本人が、どのような生活を送りたいか、彼らの声に耳
を傾けることはないがしろにされてきた。しかし、言
うまでもなく施設を出て地域で生活するとは、誰とど
のように暮らしたいか等、イメージし考え、決めてい
かなくてはならないことがほとんどである。障がいの
ある人が希望する地域で誰とどのように暮らしていく
か、ということを支援していくことは、障がいのある
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人の想いを実現していく支援であり、その人の意思決
定を支援していくことといえるのではないだろうか。
本論においては、こうした仮説を検証していくこと
とする。具体的には、第2章で従来使われてきた「自
己決定」の用語と「意思決定」の違いを探り提示する。
第3章では、Y県Z市にある生活支援事業所Xの設立過程
から現在に至るまでの職員と通所者との関わりを通し
て、意思決定支援がどのように行なわれているかを明
らかにしていく。第4章においては、第3章で明らかに
なった点から、障がいのある人の意思決定支援の視座
を見いだし、意思決定支援の課題を考察する。
第2章　障がいのある人の
意思決定支援
第1節　自己決定権の思想
「自己決定」を日常的な表現にすると「自分のことは
自分で決める」とするのが、一番わかりやすい。しかし、
この「自分のこと」とはどこまでの範囲のことなのか、
この点に焦点を当てただけでも、「自己決定」はそう簡
単なことではないかもしれない。
自らの人生を設計・計画し、これを自分のものとし
て意味づけ展開していくこと、すなわち、自分自身
の生き方を人びとが自分で決めるという意味（秋元　
2010）で、従来から「自己決定」の用語が使われてい
る。憲法上も、第13条の幸福追求権にその根拠がある
とし「人は、一定の個人的事柄について、公権力から
干渉されることなく、自ら決定することができる権利
を有する」と解されている。これを「自己決定権（人
格的自律権）」といい、第13条の幸福追求権に子どもを
もつかどうかなど家族のあり方を決める自由（断種や
避妊、妊娠中絶などの問題）、ライフスタイルを決める
自由（髪型や服装などの問題）、自己の生命、身体の処
分を決める自由（医療拒否や尊厳死などの問題）など、
その性質は多岐にわたるものである（佐藤1995、芦部
1993）。たしかに、人は皆それぞれ「自らの運命の決定
者である、自己の生の作者である、ことに本質的な価
値があるという道徳理論が前提とされている」（佐藤他
1994）から、「自分で決める」ことは重要である。しかし、
「自己決定権」という思想は、「他者による干渉や強制
に晒され続けてきた社会的弱者の立場を擁護するとい
う動機から生まれたといってよい。いいかえれば『自
己決定権』とは、そもそも、自分勝手のエゴイズムや
他者切り捨ての理論ではなく、強制しない／されない、
という抵抗の権利だったわけである」（高橋 1998）。よっ
て、「自分で決める」というのも、「自分ひとりで決める」
ということを意味しているのではない。権利条約策定
過程の「私たち抜きにして、私たちのことを決めない
で (“Nothing about us without us”)」というスローガン
も「（障害者団体の）当事者たちは『私たちを抜きにし
て決めないで』と訴えているのであり、『私たちで決め
る』とはいっていない」（沖倉 2012）。誰でも何事も自
分ひとりで決めているとは限らないのではないだろう
か。その人のもつ人間関係や置かれている立場や環境
などから、さまざまな影響を受け、「決定」しているも
のと思われる。
また、自己決定を尊重することと、その結果にすべ
ての責任を負う、というのも必ずイコールではない。
ある商品を選択し、購入しても、返品することはある
だろう。店員の商品に関する説明が充分ではなかった、
だまされた、ということもありうるだろう。高橋（2008）
が述べているように「個人について言われる自己決定
とは、単に自分で何事かを決定するというだけではな
く、自分が決定した結果に対して、まずはそれを受け
入れ自分でそれに対処するという意味で、自分に責任
があるということを含意する」ものなのであるから、
希望したとおりでない結果まで引き受けた、というこ
とになれば、それだけで充分責任を果たしていると考
えられるのではないだろうか。たとえば、知的障がい
のある人の能力を問題にして、知的障がいのある本人
が決めることはできるのかできないのか、知的障がい
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のある本人が決めたのならその結果についての責任も
負うこととなる、という論調は、ある健常な人からみ
た限定的な見方であり、そうした健常な人の趣味趣向
を自分で決めるという自己決定とは、議論を別にしな
ければならないのではないだろうか。なぜなら、障が
いのある人の障がいの背景はさまざまであり、障がい
特性から、言語的説明が得意ではないため相手から思
い違いをされたり、誘導的な説明を受け拒否できない
ままトラブルに発展してしまうことが少なくない。相
手にとっては、意図的に悪意があったかそうでないか
にかかわらず、その障がいのある人は“たぶん～と思っ
ているのだろう”と表面的に判断されていると思われ
る。重症心身障がいのある人であれば、特に発語がな
い人たちであると、多くの場合、周囲の人は“おそら
く重症心身障がいのある本人は～をしたいのだろう”
という理解をするしかない。たとえ支援者であっても、
障がいのある人の想っていることを、100パーセント完
全に「わかる」といえる人はいないだろう。そうであ
るならば、障がいのある人の支援については、ずっと“た
ぶん～だろう”という状態なのであって、障がいのあ
る本人が完全に決められたといえないのなら、完全な
自己責任を追究することはできないだろう。
第2節　意思決定とは何か
障がいのある人が自分の人生において、「今を生きる
私はこうありたい」と願うことは、障がいのある本人
の自己実現につながっていく。障がいのある人の「こ
うありたい」という想いには、障がいのある本人にとっ
てその都度、その段階に合わせたひとつひとつの意思
が存在しており、その意思を積み重ねることによって、
「私が私であるための決定」がなされると考える。
ここで、「意思決定」の「意思」という用語を使用
するには理由がある。それは、わが国が明治時代にド
イツ民法の解釈から契約制度を継受した過程において、
法律的に保障すべき対象として「意思」という用語を
用いて概念を規定している（意思表示理論3）からである。
そのため、「意志」ではなく、法律上の「意思」を使用
して概念規定するほうが、障がいのある人の個別の福
祉サービス利用に関する権利保障を考える上でも明確
であると考えられる。
2011年には障害者基本法が改正され、地域生活支援
の拡充が図られ、第23条においては「障害者の意思決
定の支援に配慮しつつ…（中略）…障害者の権利利益
の保護等のための施策又は制度が、適切に行なわれま
たは広く利用されるようにしなければならない」（註：
下線、筆者）と定められた。この改正は、議員立法と
して行われており、高木美智代議員は衆議院内閣委員
会において提案の趣旨を以下のとおり説明した。
　　　まず、ポイントの第一点目は、『障害者の意思決定の支援』
を23条に明記したことでございます。重度の知的、精神
障害によりまして意思が伝わりにくくても、必ず個人の
意思は存在をいたします。支援する側の判断のみで支援
を進めるのではなく、当事者の意思決定を待ち、見守り、
主体性を育てる支援や、その考えや価値観を広げていく
支援といった意思決定のための支援こそ共生社会を実現
する基本であると考えております。この考え方は、国連
障害者権利条約の理念でありまして、従来の保護また治
療する客体といった見方から人権の主体へと転換をして
いくという、いわば障害者観の転換ともいえるポイント
であると思っております。（2011年6月15日衆議院内閣委
員会会議録）
3　 意思表示理論（我妻榮［1965］「新訂　民法總則[民法講義Ⅰ]」岩波
書店　P239以降）
①　 意義：一定の法律効果の発生を欲する意思を外部に対して表示す
る行為。
②　 構成要素：意思表示が成立するためには、ア）一定の効果の発生
を意欲する意思（内心的効果意思）、イ）それを外部に表示しよう
とする意思（表示意思）、ウ）外部に発表する行為（表示行為）の
３つが必要である。
③　 効力要件：意思表示が意欲されたとおりの効力を生ずるには、そ
の内容が確定でき、実現可能なもので、かつ、それが違法でなく、
公序良俗に反しないこと、欠陥（意思の欠缺、瑕疵のある意思表示）
がないことが必要である。
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このように、法改正で「意思決定支援」という用語
を取り入れた背景にあるのは、福祉サービスの利用
契約が前提にあり、その福祉サービスを利用する障が
いのある人本人の権利を民法上においても保障しよう
とする意図があったのだと思われる。契約制度の中で、
障がい者のサービスを利用する権利を保障するために、
意思決定支援は重要である。
先述した意思表示理論を活用するならば、日常生活
において障がいのある人の効果意思を確認するために、
支援者は「～を一緒にやれたら楽しいのではないだろ
うか」等、本人の好き嫌い、快不快という表示意思を
ともに感じながら、本人が本当にやりたいこと、つま
り表示行為が何であるかを模索していくこととなる。
この一連のサイクルは、試行錯誤で何度も繰り返し行
われることもあれば、すぐに新しいサイクルへとつな
がっていくことがあるかもしれない。このサイクルを
重ねることにより、本人の効果意思は確実になってい
くものであり、この過程を支援することが意思決定支
援である。そうであれば、意思決定支援は、効果意思
形成が重要であり、動機づくりの支援ともいえるので
はないだろうか。
これに対して、自己決定は、意思表示理論の過程を
経て、本人の最終的な意思としてうまれた結果という
ことができる。憲法上においても、最終的にうみ出さ
れた意思であるなら完全に保障するという理念のもと、
あたりまえの権利（包括的基本権）として結果を重視
しているのである。
障がい者支援においては「自分のことは自分で決め
る」という意味で、「自己決定」の用語が使われてきた。
一方、「意思決定」は、「『結果のための支援』だけでは
なく、結果の妥当性をも含む『プロセスとしての支援』
を目的とすべきであろう」（平田2002）との考えから、
支援の過程が重要視されるようになっている。誰でも
何事も自分ひとりで決めているとは限らないのだから、
「自己決定」が「自分で決める」ということに力点が置
かれないよう、「意思決定」という用語を使用すること
は、適切であると思われる。
第3節　障がいのある人の
意思決定支援の現状
平田（2002）は「最重度の知的障害を持つ人であっ
ても、本人が快不快を含めた何らかの意思や意向を表
明しうる以上、直接本人からそれを確認すべきである
し、もし本人から意思や意向の表明をくみ取れないの
であれば、本人の意思・意向表明の手段を開発すべく
努力することがまずは先行されなければならない」と
述べ、本人の意思・意向を表明する支援の重要性を説
いた。高橋（1998）も同様に、介護という行為について、
「それにしても、ここにきてあえて『自己決定権』とい
う言葉をつかう必要があるだろうか。問われているの
は、本人の意思表明を、ときに口ごもり、ときに呻き、
ときに叫び、ときに黙することさえある本人の声をど
のように聞き取るかということではないのか」と述べ、
自己決定というより、本人の意思をどのように表明し
ていくのかについて重点をおくべきであろうとの考え
を示している。
確かに、表向きは障がいのある本人の自己選択・自
己決定を尊重し、地域生活支援が施策として掲げられ、
措置から契約制度へ移行した。しかし、障がいのある
本人の意思が反映されているかどうかよりも、家族や
成年後見人により形式的に契約書にサインするという、
“かたち”だけが整えられるようになったと考えられな
くもない。施策と支援の実態との理念に一貫性がみら
れないだけでなく、実際は“かたち”を整えるだけで
制度をまわすことができれば何となく支援できている
ようにみえてしまう、ということを問題として捉えな
くてはならないのではないだろうか。本来なら、障が
いのある人の意思に基づいて、サービスの利用計画書
が作成されなければならない。本人の意思を確認する
過程を経て、それがサービス利用計画となり、契約書
という“かたち”になっていくものである。
意思を表明するとは、たとえば、自分はどのような
暮らしをしたいか、だれとどこに住みたいか、それまで、
そのようなことを考えたことすらなかった障がいのあ
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る人も、そうした想いを意識するようになり、意思が
形成され、その意思を積み重ねた結果、地域でともに
暮らす人を「選択する」ことができるようになること
であると考える。
次章において、事例を通して検証していくこととする。
第3章　生活介護事業所Xにおける
障がいのある人の意思決定
支援
第1節　生活介護事業所Xの概要
Y県Z市は、人口約48.6万人（2013年12月現在）で、X
はY県Z市社会福祉協議会運営の障害者総合支援法にお
ける生活介護事業所である。
1960年代の半ば、知的障がいのみならず身体障がい
も併せ持つ重症心身障がい害のある子どもの親たちが
保健所の療育相談の待合室で出会ったことが、X設立へ
の出発点である。子どもたちは医療機関から「訓練し
ても仕方ない。長生きしない」と言われていたが、こ
の子どもの親たちが願い、就学前の通園訓練施設づく
りの運動へ、そして、やがて年齢が進むにしたがって
就学運動に発展していった。その結果、市内での肢体
不自由のある子の通園施設の設立や重症心身障がいの
ある子の学校教育保障が実現し、さらに学校教育を終
了し成人となった重い障がいのある人たちの活動の場
づくりへとなった。1970年代前半にはすでに、障がい
の重い養護学校卒業生のための生活訓練センターが開
所し「作業グループ」が発足した。肢体障がいが重く
作業的活動の困難な卒業生のために「生活教室」など
の活動もスタートした。そしてまた、養護学校にも就
学できないまま成人となり、家から一歩も出ることも
なかった非常に重い障がいのある人への家庭訪問活動
が発展し、「未就学在宅者の集い」などの活動が生まれ
ていた。
「作業グループ」、「生活教室」、「未就学在宅者の集い」
と別々の場で始まっていた活動が整備統合されるかた
ちで、XはZ市独自の法外施設として、市社会福祉協議
会に運営を移管し、1981年に「重度の障がいのある人
たちの生活拠点」として発足した。当初から、「授産」
や「更生」といった役割を持ち合わせておらず、「施設」
というより「生活拠点的場」として、日々集まって何
をするのかという「活動」の模索から事業が展開され
ている。
Xでは設立当初から、日々集まって何をするのかと
いう「活動」の模索に始まり、通所者と職員がわかり
合うために関わり合い、様々な場を共有・共感し合い、
一緒に社会に出向いていくという日中活動の積み重ね
によって、地域社会参加活動と地域生活確立事業を柱
に活動が展開されていった。
職員は、言葉によるコミュニケーションが困難とさ
れている人たちを前にして、まず身体に触れることか
らはじめてその人との関わりを深めようとした。そう
した関わりからできるだけ多くの経験をともにするこ
とを通して、一人ひとりの表情や声、身振りなどを手
段としたコミュニケーションからその人の想いをくみ
取ることにつとめ、その生活を援助し、さらにその自
己実現を援助しようとした。最初は職員の側から「仕
掛ける」かたちで、一緒にやってみたいことをどんど
んやりながら、彼らの表情や声を確認しつつ、彼らが
興味のあること、ワクワクしそうなこと、やりたいこ
とを意識してくれることを目指した。
Xでの日中活動は、つながりやかかわりを生産してい
くことを重点的に考えられたものであった。市内各町
の公民館などに、近くに住むX通所者と職員が少人数で
集まり、地域の人たちと交流をもち、地域の人たちを
対象とした講座の開催や機関誌の発行などを行なった。
一方、地域住民側の活動としても、市社会福祉協議会（以
下、社協）の支部・分区の社協役員や民生委員が中心
となって、支部・分区内に居住するX通所者宅への家庭
訪問や見学だけでなくXで1日一緒に活動する「1日体験」
などが活発に行なわれるようになった。こうして、Xで
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の取り組みは、通所者一人ひとりが一方的に居住地区
へアプローチしたのではなく、その地区の住民が主体
となって行なう福祉活動の相互のやりとりによって発
展した。Xでは日中活動のほか、地域社会参加活動と地
域生活確立事業のふたつの事業が、通所者の「自己実現」
を支える地域生活支援を求めて展開されている。Xでは、
通所者とボランティア・民生委員や近隣の人たちが毎
日のように出入りし、地域連帯の砦となり、助け合って、
関わり合って生きていくことを実感として持っている。
そんな連帯の中心にはいつも、Xに通所する最重度の障
がいのある人がおり、Xと通所者、もしくは、地域住民
との相互作用が、そうした地域を作り出しているとい
える。
また、Xに通所する一人ひとりが、必要な支援を得て、
生活の主体者として暮らしていくことを「応援」する
ため、個々で活動していた介護者たちも自主的にネッ
トワークを立ち上げた。NPO法人が活動を開始し、介
護スタッフ募集・養成プログラムや研修・コーディネー
ト等のシステムづくりがなされていった。現在、居宅
介護支援事業所として活動を継続している。
かつて、医療機関から「訓練しても仕方ない」と言
われた重症心身障がいのある子どもたちは、こうした
既存の価値観をはねのける彼ら自身の力により、彼ら
がZ市における障がいのある人の“活動”を生み出して
きたことになる。
そうして生み出された活動は、通所者一人ひとりの
生き方や暮らしの基盤となっているのか確かめ、さら
に創り出していくために、一人ひとりの「活動」の個
人計画がどうしても必要となってきたことから、やが
て「個人総合計画」と呼ばれる「本人の計画」に基づ
いて、その「活動」を進めることとなってきた。そし
て「個人総合計画」を踏まえ、「本人の希望する生活の
全体像を把握し、本人が必要とする「支援の輪」をつ
くり出していく「本人の計画」として「本人中心支援
計画」を作成している。
第2節　生活介護事業所Xにおける
意思決定支援
このようにXにおける活動は、職員が主導権を握り、
通所者に与えてきたようなものではない。いろんな人
と人、ものとものがつながっていき、職員が一方的に
通所者に対してよかれと思って与えるものではなく、
通所者本人がその広がりの中から興味あるもの、楽し
そうなことを引き寄せていくのである。そして、通所
者本人がどうしたいのかを考えると同時に、支援者と
して何ができるのかを考えている。職員は、通所者と
ともにやれたら楽しいことが何なのか、通所者への「仕
掛け」を作り出したり考えたり情報をキャッチするこ
とが求められており、そうすること自体を職員が楽し
めなければ、ただ通所者の身の回りを世話する介助だ
けの毎日となってしまいかねないとさえ感じている。
日々の活動は、「活動の記録」となることで、通所
者が退所した後の支援者にも「仕掛ける」材料が引き
継がれ、通所者の意思を確認するのに活用されている。
そして、通所者によって開催される頻度や招集される
メンバー等規模の大きさの差はあるものの、本人参加
の個人支援会議、ケース会議・介助者会議等いくつか
の会議を重ねながら、本人の意思が再確認され、さら
に明確になり、職員の間でも共通認識が得られること
になる。
Xでは、障がいのある人もない人もその地域で共に生
きる社会を目指し、職員が誰に言われるでもなく、通
所者の想いを探り、それに応えようと日々積み重ねて
きた実践がある。職員は、通所者の意思や想いを「全
部わかることはできない」と考えている。障がいがあっ
てもなくてもそれは同じで、人の気持ちはそう簡単に
わかることではないからだ。日中活動において、確実
とは言い切れないが、通所者の楽しみや興味のあるこ
とを知りたい、わかりたい、ということを繰り返し、
螺旋的なサイクルを形成しながら、通所者の想いをよ
り明確にしていくことで、通所者の意思決定支援になっ
ている。
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重要なことは、意思を決定する主体は、本人であり、
本人が自分で自分の想いを意識し、確実なものにして
いくのである。意思決定支援は、通所者の想いを明確
にしていく過程そのものである。
また、このような日中活動の関わりからわかるよう
に、通所者は自分の生活に必要な人を引き寄せたり呼
び寄せたりする力を持つ人たちである。「存在価値のな
い人間」などいないし、「意思のない人間」もいない4。
通所者の表情や声などから、通所者本人の意思を感じ
取るという意思決定支援のサイクルの中で、職員も通
所者の力により引き寄せられた、また別の新しい人に
出会うことになる。職員は通所者から影響を受けてお
り、通所者は職員に対して、影響を与える人になって
いるといえるだろう。通所者と職員の一対一の関係で
はなく、さまざまな人間関係をよりどころにして支援
していくことになるのである。人との関わりを通して
広がりを持ち、職員として自分たちも面白いことを「仕
掛けて」いく材料を増すことができるようになっていく。
通所者は障がいは重いが、何もできない人たちでは
ない。通所者は、通所者と職員、通所者と通所者の関
係のみならず、Xを飛び出し社協の役割ともフィットし
て、通所者と地域住民との関係をも構築する原動力と
なっていった。職員も地域住民も「与える人・与えら
れる人」の関係ではなく、相互関係の上に成り立って
いることを理解し、その構築を目指していた。意思決
定支援は、相互関係を構築する過程でもある。
そして、通所者と職員が互いに作り上げてきた相互
関係であっても、さまざまな人々の関わりがあること
で、反応や対応にズレが生じることも考えられる。そ
うして生じたズレは最小限にしなければならない。日
中活動の記録についても、その受け止め方は職員間で
様々であろう。
4　 「いかなる人間も、その人に独特な固有の価値をもっている。また
生まれながらの尊厳、価値、基本的権利、欲求を持っている。さら
にいかなる人も、人間すべてに普遍的に共通する価値を持っている。
この普遍的に共通する価値は、創造主である神がわれわれに与えた
ものである」。Biestek,F.P（1957）「ケースワークの原則」[新約版]
誠信書房P115
そうしたことから、さまざまな規模のケース会議が
開かれ、共通認識がなされている。会議には通所者本
人も参加しており、本人の意思を再確認する場でもあ
る。通所者自身も、疑問や違和感があれば身振り手振
りや声に出して訂正したりする。これは、生活の主体
者は通所者本人であり、本人の日常生活の安定を図る
ものであるだけでなく、支援者の対応がバラバラとな
り支援がとぎれないような配慮とともに、支援の連続
性を保つためでもある。日々の日中活動の積み重ねに
より、通所者の意思を明確にしつつ、支援の方向性を
具体的にしたものがXにおける「本人の計画」になって
いく。
通所者本人の希望と、担当職員の希望が支援会議で
幾度も確認され、その集大成として年度末に作成され
るのが新年度の個人総合計画である。この支援会議も
積み重ねられることによって、その都度本人の意思も
明確になっていくことになる。通所者本人がやってみ
たいと思っていることを計画し、実行するための計画
であるから、個人総合計画の作成に至る過程もまた、
本人の意思決定支援のひとつになっているといえるだ
ろう。
以上のことから、Xにおける意思決定支援とは、①
本人の想いを明確にする過程、②相互関係構築の過程、
③個人総合計画の生成過程を指しているといえる。
第4章　おわりに
第1節　障がいのある人の
意思決定支援の視座
前章において、生活拠点的場であるX（障害者総合
支援法上における生活介護事業）を一事例として挙げ、
意思決定支援がどのように行なわれているかを明らか
にしてきた。
Xにおける意思決定支援とは、①本人の想いを明確に
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する過程であり、②支援者や周囲の・地域の人々と本
人との相互関係を構築する過程であり、さらに①と②
の過程を経ることで、③本人の個別の支援計画を生成
することができる過程であった。　　
Xでは、職員が意図的に関わりながら、通所者も日中
活動やケース会議を通して、自分自身を表現するよう
になっていく。
本人の想いを明確にする過程は、彼らが何もできな
いのではなく、必要な人やものを引き寄せたり、言語
的には困難であっても、さまざまな感情を表現する力
の持ち主であると考えると、A）エンパワメントの観点
も兼ねそなえた支援でもあるといえよう。
次に、Xでは、通所者が、通所者と職員、通所者と通
所者、通所者と地域住民との関係をも構築する原動力
となっており、職員も地域住民も通所者がそういった
価値のある、ほかに代えることのできない価値ある存
在であるということが認識されていた。相互関係を構
築する以前に、「長生きしない」と医師の診断を受けた
人たちに対して、価値ある存在であるという「価値感」
を持っている。B）互いの存在価値を認め合うことで、
相互関係を築いていくことができるのである。
また、X内で生成された個別の支援計画は、Xという
ひとつの生活介護事業所に留まらず、本人が生活する
上で関わりのある、生活ホームや居宅介護事業所、市
のケースワーカーや後見人等、他の関係機関など支援
者が所属する組織の壁を越え、本人を中心とした支援
者間で共通認識を持って、同じ支援の方向性を見定め
るツールになっている。このことは、障がいのある人
が主体的に暮らすことを確認し、支援者も独りよがり
ではない支援を行なうために、C）ネットワークを形成
した支援となることを可能にするものである。
よって、意思決定支援には、A）エンパワメントの観
点を備えた支援、B）相互存在の価値形成、C）ネットワー
クを形成した支援、の3点が重要な視座であると考える。
第2節　意思決定支援の本質と課題
本論においては、障がいのある人が地域生活を送る
上で、なによりも本人の意思に基づいて自分らしい生
活を送ることが支えられなければならないという考え
から、障がいのある人の意思決定支援が重要であると
いうことを出発点に論じてきた。そして、障がいのあ
る人のよりよい地域生活における意思決定支援とはど
のような実践をいうのか、自己決定と意思決定の違い
は何か、検証してきた。
つまり、意思決定支援とは、その人の人生を織り成
す日常生活において、毎日繰り返し実践される支援の
総体であるのではないだろうか。障がいのある人の生
活の、ある一部の出来事を切り取ってその場面におい
て名付けられた支援方法ではないし、自分で考えたり
決めたりする能力のない人を決め、その人に対して与
えられるサービスなどでもないだろう。
意思決定支援が、支援方法のひとつであるという解
釈がなされてしまうと、意思決定支援が「必要な者」
を作り上げ、「成年後見制度活用の際に意思決定支援が
求められる」または、「発語のない、重い知的障がいの
ある人や重症心身障がいのある人に対して、意思決定
支援が必要である」といった矮小化が懸念される。意
思決定するだけにとどまるのではなく、決定したこと
を実行することも、実行することを阻害するものから
守ることも、次の決定につなげることも支援していく
ことを目指すのが、意思決定支援であると考える。
課題としては、障がいのある人を支援する現場レベ
ルにおいて、「自己決定」と「意思決定」の違いがまだ
明確に認識されているとはいいがたいことである。事
例として挙げた生活介護事業所Xにおいては職員が自
らを振り返り、自分たちの支援は、通所者のさまざま
な意思が積み重ねられていくプロセスをたどり、そこ
に「価値がある」と感じていた。ただ、職員それぞれ
においては、そのプロセスが「自己決定」か「意思決定」
か、その違いについて認識にばらつきがあり、明確に
なっているとは言い切れなかった。支援する現場レベ
ルにおいてどのように意思決定支援を浸透させていく

東洋大学／福祉社会開発研究　6号（2014年3月）

か、今後の研究課題としたい。
「意思決定支援」という用語が登場する以前から、障
がいのある人の支援に関わる人たちは、障がいのある
人の時にあいまいな、時に緩い、積極的に「これがし
たい」という意思というよりも、「これはしたくないけ
ど、そっちでもいいかなあ」といったような、意思が
あることが実感として持っていたと思われる。しかし、
自己決定は、意思表示理論の過程を経て、本人の最終
的な意思としてうまれた結果ということであり、「自己
決定」と言われると、「自己責任」がついてまわる考
えが主流であったため、支援者側には後ろ盾もなく不
安も大きかったであろうと推察できる。障がいの程度
が重ければ重いほど、障がいのある人の意思はわかり
づらいものであり、支援者として関わっているかぎり、
本人は、こう想っているのではないだろうか、という
実感があるにも関わらず、それらを説明すると、「それ
らは主観的な意見であって、気持ちが入りすぎている」、
「それは気持ちの問題である」と受け流されてきたのだ
と思われる。しかし、たくさんの主観的支援をする者
がいて、支援者の所属する組織の枠を超えた支援会議
を重ねていく過程においては、主観的な意見も客観性
を帯びてくるものではないだろうか。たとえば、成年
後見制度を活用することになった場合、こうした主観
的意見が資料となり材料となって、家庭裁判所によっ
て審判されるのである。虐待や差別は、日常生活にお
いてそれと気づかれずになされることも多い。障がい
のある人が違和感を持ったり、異変や異常を感じたり
した時に、本人がその想いや感覚を表出可能とするた
めには、日頃から楽しみや喜びや嬉しさの感情表現が
可能となる環境を整えなければならないだろう。
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